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株主各位
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  証券コード　6432
  平成22年５月10日

株 主 各 位  

 長野県埴科郡坂城町大字坂城9347番地

 株 式 会 社 竹 内 製 作 所
 代表取締役社長 竹 内 明 雄

第48期定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　さて、当社第48期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席下さいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年５月25日（火曜日）

午後５時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成22年５月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 長野県埴科郡坂城町大字南条4861番地35

坂城テクノセンター
（末尾の会場ご案内図をご参照下さい。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第48期（平成21年3月1日から平成22年2月28日まで）事業報

告及び計算書類の内容報告の件
　  ２．第48期（平成21年3月1日から平成22年2月28日まで）連結計

算書類の内容ならびに会計監査人及び監査役会の連結計算
書類監査結果報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 取締役６名選任の件
　第２号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類の記載
事項に修正が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイ
ト（アドレス http://www.takeuchi-mfg.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成21年３月１日から
平成22年２月28日まで）

　

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

　 ①　事業の経過及び成果

　   当事業年度におけるわが国経済は、世界的な金融危機に端を発した景気

　 低迷が長期化する中、政府の経済対策等により一部に企業業績の改善傾向

   が見られたものの、雇用環境、設備投資の状況は依然厳しく、景気の回復

   は限定的となりました。米国及び欧州経済は、景気後退局面から脱却し、

   緩やかな回復過程に転じてはいますが、民需の自律回復力は未だ脆弱な状

   態が続いております。中国におきましては、一時的に経済成長率は鈍化

   し、その後政府の大規模な経済対策の効果で内需が拡大しておりますが、

   一方で景気過熱への警戒感も一部見られるようになっております。

     　当社が属する建設機械業界におきましては、前年同期と比較して中国等

     の一部の新興国で需要は増加しましたが、米国及び欧州の需要は大幅に減

     少しました。

       このような環境の中で、当社のミニショベル、油圧ショベル及びクロー

     ラーローダーの販売台数は、米国及び欧州におきましては、景気及び住宅

     投資の低迷による需要の減少と、子会社在庫の削減のための生産調整によ

     り減少しました。これらの状況に対処するため当社では、内作取入れによ

　　 る外注加工費の削減、経費の見直しによる削減、さらに役員報酬及び従業

     員給与の減額を前事業年度に引き続き実施しました。

　     この結果、売上高は販売台数の減少及び米ドル・英ポンド・ユーロの外

     国為替相場が前年同期に対して円高に推移したことにより、123 億１千３

     百万円（前事業年度比70.3%減少）になりました。

　     利益面につきましては、売上高の減少及び操業度低下による売上原価率

     の上昇により、営業損失は15億６千６百万円（前事業年度は、15億５千７

     百万円の営業利益) となりました。経常損失は、子会社からの配当金１億

     ８千５百万円、雇用調整助成金収入１億６千５百万円、生命保険契約の解

     約による保険解約返戻金１億５千６百万円の収益があったことにより10億

     ７千２百万円(前事業年度は、16億６百万円の経常損失)となりました。当



2010/04/21 13:50:08 ／ 09637795_株式会社竹内製作所_招集通知

当事業年度の事業の状況

－ 3 －

     期純損失は、回収不能の恐れがあるとして計上した貸倒引当金が回収努力

     の結果、一部回収となったことなどから、特別利益として貸倒引当金戻入

     額３億８千４百万円を計上したことにより、７億１百万円（前事業年度

     は、24億６千３百万円の当期純損失)となりました。

       事業別の売上高の状況は次のとおりであります。

　     建設機械事業では、米国及び欧州において景気及び住宅投資が低迷した

     こと及び子会社在庫の削減のための生産調整により販売台数が減少したこ

     とと、米ドル・英ポンド・ユーロの外国為替相場が前年同期に対して円高

     に推移したことにより、売上高が減少しました。この結果、売上高は 117

     億５千３百万円となりました。

　     その他事業では、撹拌機の販売が減少したことにより、売上高は５億５

     千９百万円となりました。

  事業別売上高の状況

事 業 別 金額（百万円） 前事業年度比増減率(％) 構成比（％）

建 設 機 械 事 業 11,753 △71.1 95.5

そ の 他 事 業 559 △39.2 4.5

合 計 12,313 △70.3 100.0

　

②　設備投資の状況　

    当事業年度における設備投資の総額は、６千５百万円であります。この

  うち主なものは、建設機械製造用金型及び治具４千４百万円であります。

　　③　資金調達の状況

　当社は、平成21年４月15日に豊田通商株式会社と資本業務提携契約を締

結し、同社を割当先とする第三者割当増資を実施いたしました。これによ

り、新株式1,023,000株を発行し、平成21年4月30日に６億２千１百万円を

調達いたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　分

第45期 第46期 第47期
第48期

(当事業年度)

平成19年
２ 月 期

平成20年
２ 月 期

平成21年
２ 月 期

平成22年
２ 月 期

売 上 高(百万円) 69,673 76,046 41,527 12,313

経常利益または経常
損失(△) (百万円)

8,238 8,325 △1,606 △1,072

当期純利益または当期純
損 失 ( △ ) ( 百 万 円 )

5,027 5,104 △2,463 △701

１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失(△)(円)

328.42 333.41 △160.89 △43.42

総 資 産(百万円) 43,590 48,871 31,682 28,717

純  資 産(百万円) 21,985 26,730 23,669 23,473

１株当たり純資産額(円) 1,436.03 1,746.02 1,546.12 1,437.27

（注）１株当たり当期純利益または１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平
      均発行済株式総数に基づき算出しております。

　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率(％) 主 要 な 事 業 内 容

TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD. 2,000千米ドル 100.0 建設機械の販売

TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD. 1,100千英ポンド 100.0 建設機械の販売

TAKEUCHI FRANCE S.A.S. 2,280千ユーロ 100.0 建設機械の販売

竹内工程機械（青島）有限公司 8,850千米ドル 100.0 建設機械の製造・販売
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(4) 対処すべき課題

　当社の建設機械事業の主力市場である米国及び欧州の経済は、政府による

景気刺激策の効果等により底入れから緩やかながら回復の動きが見られ、建

設機械の需要は微増になると予想しております。

　このような状況下、建設機械事業において、次の課題に取り組んでまいり

ます。

　①　製品開発

　ミニショベル、油圧ショベル及びクローラーローダーにおいて、安全

性・安定性・操作性・居住性・耐久性などで競争力のある製品開発を行

います。また、環境規制及び環境保護に対応した製品開発も行います。

　②　新規マーケットの開拓及び新興国への販売拡大

　建設機械事業の販売を伸ばすためには、新規マーケットの開拓及び新

興国への販売拡大が課題であります。この課題に対応するために、資本

業務提携契約を締結した豊田通商株式会社と共同で新規マーケットの開

拓及び新興国への販売拡大を図ります。

　③　製造原価低減

　生産ラインの時間短縮などの効率向上、部品等の海外調達及び共通化

などによる材料費の低減を行います。

　

　その他事業は、国内の設備投資の増加が見込めないことが予想されますの

で、更新需要への営業強化、オーバーホールの受注獲得及び海外プラント業

者への営業展開により、受注の増加に取り組んでまいります。

　

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げます。

　

(5) 主要な事業内容（平成22年２月28日現在）　

事業区分 主要製品

建 設 機 械 事 業 ミニショベル・油圧ショベル・クローラーローダー等

そ の 他 事 業 撹拌機
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(6) 主要な営業所及び工場（平成22年２月28日現在）

建 設 機 械 事 業
工　場 本 社 ・ 村 上 （ 長 野 ） 、 戸 倉 （ 長 野 ）

営業所 東京

そ の 他 事 業
工　場 千曲（長野）

営業所 東京、大阪、名古屋

　

(7) 従業員の状況（平成22年２月28日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

426(4)名 88名減 37.7歳 9.78年

（注）1. 従業員数は、就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含

むほか、常用パートを含んでおります。)であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材

会社からの派遣社員、季節工を含みます。)は、( ）外数で記載しております。

　　　2. 従業員数が前事業年度末と比較して88名の減少となったのは、主に経営合理化による希

望退職者によるものであります。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成22年２月28日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 1,000百万円

株 式 会 社 長 野 銀 行 300百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 50百万円
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２．株式の状況(平成22年２月28日現在)

(1) 発行可能株式総数 46,000,000株　

(2) 発行済株式の総数 16,333,000株 (自己株式1,002株を含む。)　

(3) 株主数 9,403名　　

　(4) 大株主(上位10名）　

株　　主　　名　 持　株　数 持 株 比 率

　竹内敏也　 　1,298,000株 　7.94％

　豊田通商株式会社 　1,143,000株 　6.99％

　竹内明雄 　900,700株 　5.51％

　東京中小企業投資育成株式会社 　601,000株 　3.67％

　株式会社テイク 　600,000株 　3.67％

　竹内好敏 　500,000株 　3.06％

　株式会社八十二銀行

　(常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社）
　480,000株 　2.93％

　竹内民子 　480,000株 　2.93％

　伝田林太 　302,000株 　1.84％

　ビービーエイチ フオー フイデリテイー ロープライス

　ストツク フアンド 
　270,000株 　1.65％

(注)１. 持株比率は少数第２位未満を切捨てて表示しております。

２. 持株比率は自己株式（1,002株）を控除して計算しております。　
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３．会社役員の状況

(1)　取締役及び監査役の状況（平成22年２月28日現在）

会社における地位 氏名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 竹内明雄 　

※TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD.取締役
会長
※TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD.
取締役社長
※TAKEUCHI FRANCE S.A.S.取締役社
長
※竹内工程機械(青島)有限公司董事
長兼総経理
株式会社テイク代表取締役

取締役副社長 竹内敏也 　
※TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD.取締役
※TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD.取締役
※竹内工程機械(青島)有限公司董事

専 務 取 締 役 依田信彦 　 　

取 締 役 柳町猛夫
管理購買部長兼生産
技術部、村上工場、
戸倉工場担当

　

取 締 役 真壁幸雄 営業部長 　

取 締 役 神山輝夫
経営企画室長兼総務
部、情報システム部、
原価企画室担当

 

常 勤 監 査 役 久保欣一   

監 査 役 森田弘毅 　 公認会計士

監 査 役 植木芳茂 　
財団法人さかきテクノセンター
センター長

   (注)１．監査役の久保欣一、森田弘毅及び植木芳茂の各氏は、会社法第２条第16号に定める社

外監査役であります。

 ２．監査役の森田弘毅氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

 ３．監査役の植木芳茂氏は、平成22年３月31日をもって、財団法人さかきテクノセンター

センター長を退任されました。

 ４．当社は、監査役森田弘毅氏、植木芳茂氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、平成22年３月30日付けで同取引所に届け出ております。

 ５．※は、当社と同一の事業を営んでおります。　　　

(2)　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

   当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ６名 75百万円

監 査 役 ３名 13百万円

合 計 ９名 88百万円
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　(注)１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与12百万円（支給人数２名）は

含まれておりません。

２. 取締役の報酬限度額は、平成19年５月25日開催の第45期定時株主総会において年額140

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３. 監査役の報酬限度額は、平成19年５月25日開催の第45期定時株主総会において年額25

百万円以内と決議いただいております。

４．支給額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金10百万円（取締役６名に対し８百

万円、監査役３名に対し1百万円）が含まれております。

　

(3)　社外役員に関する事項

①他の法人等の業務執行者、社外役員の兼職状況

　監査役の植木芳茂氏は、財団法人さかきテクノセンターセンター長を兼務

 しておりましたが、平成22年３月31日をもって、退任されました。なお、

 同センターと当社の間には特別な関係はありません。

②取締役会及び監査役会への出席状況

 
取締役会（15回開催） 監査役会（10回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

常 勤 監 査 役 久 保 欣 一 15回 100.0％ 10回 100.0％

監 査 役 森 田 弘 毅 13回 86.7％ 10回 100.0％

監 査 役 植 木 芳 茂 15回 100.0％ 10回 100.0％

(注)取締役会及び監査役会における発言状況

１．久保欣一氏は、主に法令や定款の遵守に係る見地から発言し、取締役会の意思決定の

妥当性･適正性を確保するための助言・提言を行っております。

また、監査役会において、監査役の職務の執行に関する事項について、発言を行って

おります。

２．森田弘毅氏は、主に公認会計士としての財務･会計等の専門的見地から発言し、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

また、監査役会において、監査役の職務の執行に関する事項について、発言を行って

おります。

３．植木芳茂氏は、主に公的機関で培った機械技術等の専門的見地から発言し、取締役会

の意思決定の妥当性･適正性を確保するための助言･提言を行っております。

また、監査役会において、監査役の職務の執行に関する事項について、発言を行って

おります。

③報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

社 外 監 査 役 ３名 13百万円
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４．会計監査人の状況

(1)　名称 有限責任監査法人トーマツ
 

（注）監査法人トーマツは、平成21年７月１日付で有限責任監査法人に移行したことにより、有

限責任監査法人トーマツとなりました。

　

(2)　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

43百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

(3)　非監査業務の内容

　財務報告に係る内部統制構築に関する助言・指導業務

　

(4)　連結子会社の監査

当社の以下の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の公認

会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有す

るものを含む。）の監査を受けております。

法 人 名

     　 TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD.

     　 TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD.

 　TAKEUCHI FRANCE S.A.S.

　 竹内工程機械(青島)有限公司
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(5)　会計監査人の解任または不再任の決定方針

会社都合の場合のほか、当社監査役会は、会社法第340条第１項に定め

られている解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判

断した場合、もしくは、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社

の監査業務に重大な支障を来たす事態が生じた場合には、取締役会に対し

て会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に付議するよう

請求いたします。

５．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

なお、平成21年４月１日開催の取締役会で一部見直しを行っております。

(1)　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

①　取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責

任を果たすため、「企業理念」「行動規範」を定め、取締役及び使用

人に周知徹底しております。

②　コンプライアンス担当役員を選定し、「コンプライアンス規程」「コ

ンプライアンスマニュアル」を定めるとともに、使用人が法令・定款

に違反する行為を発見した場合の報告体制として、「内部通報制度」

を整備しております。

③　コンプライアンスに関連する重要な事態が発生した場合には、取締役

がコンプライアンス担当役員を通じて取締役会、監査役に報告する体

制を整備しております。

④　コンプライアンス担当役員は、「コンプライアンス規程」に従い、各

部門にコンプライアンス責任者その他必要な人員配置を行い、かつ「コ

ンプライアンスマニュアル」の実施状況を管理・監督し、取締役及び

使用人に対して適切な研修体制を整備しております。

⑤　業務執行部門から独立した内部監査室を設置し、コンプライアンスの

状況を監査しております。

⑥　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対して毅然とし

た態度で臨み、同勢力からの不当要求には断固として拒絶します。ま

た、同勢力対応部署を定め、同勢力との関係を遮断する体制を整備し

ております。
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(2)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」を定め、

その保存媒体に応じて安全かつ検索性の高い状態で保存・管理してお

ります。

②　取締役及び監査役は、いつでもこれらの文書等を閲覧できるものとし

ております。

　

(3)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　業務執行に係るリスクとして、以下のリスクを認識し、その把握と管

理のための体制を整備しております。

　 ｲ)　法務に関するリスク

 　ﾛ)　財務報告に関するリスク

　 ﾊ)　商品の品質に関するリスク

　 ﾆ)　情報システムに関するリスク

　 ﾎ)　災害・事故等に関するリスク

　 ﾍ)　その他事業活動に関するリスク

②　「リスク管理規程」を定め、個々のリスク毎にリスク管理担当役員を

決定するとともに、リスク管理担当役員による個別規程の制定、研修

の実施等、同規程に従ったリスク管理体制を整備しております。

③　リスク管理に関連する重要な事態が発生した場合には、リスク管理担

当役員が取締役会、監査役に報告する体制を整備しております。

④　リスクその他の重要情報の適時開示を果たすため、法令または取引所

適時開示規則に則り必要な情報開示を行う体制を整備しております。

⑤　大規模な事故、災害、不祥事等が発生した場合には、代表取締役社長

を本部長とし必要な人員で組織する対策本部を設置する等、危機対応

のための規程、組織を整備しております。

⑥　業務執行部門から独立した内部監査室を設置し、リスク管理の状況を

監査しております。
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(4)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、月1回の定

時取締役会及び適宜臨時取締役会を開催し、重要事項に関する迅速な

意思決定を行っております。取締役会の決定に基づく業務執行につい

ては、各業務執行担当者が「業務分掌・職務権限規程」に基づき業務

執行を行っております。

②　取締役会は中期経営計画及び年度計画を策定し、全社的目標を設定い

たします。また、取締役及び各業務執行責任者により構成された業務

報告会において、定期的に各業務執行部門より年度計画に対する進捗

状況及び以後の対応を報告させております。

　

(5)　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

①　子会社及び関連会社（以下、子会社等という。）における業務の適正

を確保するため、当社が定めた「企業理念」「行動規範」を、子会社

等の取締役及び使用人に周知徹底を行っております。

②　「関係会社管理規程」を定め、当社への決裁・報告制度による子会社

等の経営管理を行うとともに、円滑な情報交換とグループ活動を促進

するため、定期的に関係会社連絡会議を開催しております。また、必

要に応じて内部監査室等による監査を行っております。

③　子会社等においても「内部通報制度」を整備するとともに、コンプラ

イアンスに関する重要な事態が発生した場合には、取締役がコンプラ

イアンス担当役員を通じて取締役会、監査役に報告する体制を整備し

ております。

　

(6)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　監査役会がその職務を補助すべき部署の設置を求めた場合は、監査役

会事務局を設置し、専任の使用人１名以上を配置いたします。

　

(7)　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

①　監査役会事務局の使用人の任命、異動、評価、懲戒については、監査

役会の事前の同意を必要とすることといたします。

②　監査役会事務局の使用人は、当社の職務執行に係る役職を兼務せず、

監査役の指揮命令下で職務を遂行することといたします。
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(8)　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

①　取締役及び使用人は、以下に定める事項について、速やかに監査役に

対し報告を行っております。

　 ｲ)　当社及び子会社等に著しい損害を及ぼす恐れがある事実

　 ﾛ)　取締役・使用人による不正行為または法令・定款違反行為の事

実

　 ﾊ)　内部通報制度の通報の内容

　 ﾆ)　その他監査役会で定めた事項

②　監査役は重要な会議に出席するとともに、業務執行に係る重要な文書

を閲覧し、取締役及び使用人に報告を求めております。

　

(9)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役の過半数は社外監査役とし、客観性の高い監査を実施する体制

を整備しております。

②　監査役は、内部監査部門と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて

内部監査部門に調査を求めております。

③　監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見・情報交換を行う

とともに、必要に応じて会計監査人に報告を求めております。

　　

(10)　財務報告の信頼性を確保するための体制

①　財務報告の信頼性を確保するため、一般に公正妥当と認められる財務

報告に係る内部統制の評価の基準に従った内部統制システムを構築し

ております。

②　上記の内部統制システムが適正に機能することを継続的に評価し、必

要な是正を行っております。

③　金融商品取引法及び関係法令に基づく内部統制報告書の適正な提出を

行います。

　

 （注） 本事業報告中に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。ただし、１

株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額については、小数点以下第三位を四捨五入

しております。
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貸　借　対　照　表
（平成22年2月28日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

仕 掛 品

前 払 費 用

未 収 消 費 税 等

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

従 業 員 長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,566,957

6,245,888

234,583

9,565,384

699,554

1,921,080

593,143

799,084

49,572

34,817

249,837

183,480

△9,472

8,150,906

4,786,892

1,913,895

236,495

891,325

6,008

99,273

1,616,268

23,626

186,639

97,386

85,980

3,272

3,177,374

116,463

787,587

1,021,606

1,011,376

1,488

28,978

17,669

195,790

30,022

△33,609

流 動 負 債 4,947,607

支 払 手 形 225,245

買 掛 金 2,667,478

短 期 借 入 金 450,000

一年内返済予定の長期借入金 1,000,000

未 払 金 281,915

未 払 費 用 75,604

未 払 法 人 税 等 21,038

賞 与 引 当 金 49,410

製 品 保 証 引 当 金 155,167

そ の 他 21,745

固 定 負 債 296,836

退 職 給 付 引 当 金 46,603

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 215,652

繰 延 税 金 負 債 432

そ の 他 34,147

負 債 合 計 5,244,443

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 23,483,695

資 本 金 3,632,948

資 本 剰 余 金 3,631,665

資 本 準 備 金 3,631,665

利 益 剰 余 金 16,222,246

利 益 準 備 金 22,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 16,200,246

別 途 積 立 金 16,060,000

繰 越 利 益 剰 余 金 140,246

自 己 株 式 △3,164

評価・換算差額等 △10,274

その他有価証券評価差額金 △10,274

純 資 産 合 計 23,473,420

資 産 合 計 28,717,863 負 債 純 資 産 合 計 28,717,863
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損　益　計　算　書

（ 平成21年3月 1日から
平成22年2月28日まで ）

 　 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高     12,313,117

売 上 原 価     11,892,760

売 上 総 利 益     420,356

販売費及び一般管理費     1,987,290

営 業 損 失     1,566,934

営 業 外 収 益         

受 取 利 息 及 び 配 当 金 250,868     

助 成 金 収 入 165,700     

保 険 解 約 返 戻 金 156,665     

そ の 他 62,090 635,325

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 29,250     

売 上 債 権 売 却 損 8,089     

貸 与 資 産 減 価 償 却 費 26,773     

株 式 交 付 費 8,030     

為 替 差 損 46,872     

保 険 解 約 損 19,235     

そ の 他 2,996 141,248

経 常 損 失     1,072,858

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 10,653     

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 384,187     

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,298 396,139

特 別 損 失         

固 定 資 産 除 売 却 損 7,556     

減 損 損 失 2,583 10,139

税 引 前 当 期 純 損 失     686,858

法人税、住民税及び事業税 14,999 14,999

当 期 純 損 失     701,858
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株主資本等変動計算書

（ 平成21年３月１日から
平成22年２月28日まで ）

  （単位：千円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成21年２月28日　残高 3,321,956 3,320,673 3,320,673 22,000 18,060,000 △1,050,730 17,031,269 △2,957 23,670,940

事業年度中の変動額          

新 株 の 発 行 　 310,992 310,992 310,992 　 　 　 　 　 621,984

別途積立金の取崩              △2,000,000 2,000,000 －  －

剰 余 金 の 配 当      △107,164 △107,164  △107,164

当 期 純 損 失      △701,858 △701,858  △701,858

自己株式の取得        △206 △206

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

         

事業年度中の変動額合計 310,992 310,992 310,992 － △2,000,000 1,190,977 △809,022 △206 △187,245

平成22年２月28日　残高 3,632,948 3,631,665 3,631,665 22,000 16,060,000 140,246 16,222,246 △3,164 23,483,695

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年２月28日　残高 △985 △985 23,669,955

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

新 株 の 発 行 　 　 　 621,984

別 途 積 立 金 の 取 崩   －

剰 余 金 の 配 当   △107,164

当 期 純 損 失   △701,858

自 己 株 式 の 取 得   △206

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額(純額)

△9,289 △9,289 △9,289

事業年度中の変動額合計 △9,289 △9,289 △196,534

平成22年２月28日　残高 △10,274 △10,274 23,473,420
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

③　デリバティブ 時価法

④　たな卸資産

・製品・仕掛品・原材料 総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)

・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　

　　　（リース資産を除く)

　

　

　

　

　

　

　　

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く。）については定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　24～50年

機械及び装置　　　　　７～17年

工具、器具及び備品　　２～３年

(追加情報)

当社の機械及び装置の耐用年数については、従来５～

17年としておりましたが、法人税法の改正を契機とし

て資産の利用状況を見直した結果、主要な機械及び装

置の耐用年数を短縮するとともに、一部の機械及び装

置の耐用年数を延長し、当事業年度より６～17年に変

更しております。この変更により、当事業年度の営業

損失、経常損失及び税引前当期純損失は、99,537千円

増加しております。　

②　無形固定資産

　　　（リース資産を除く）

　

　　

③　リース資産

　

　

定額法を採用しております。

なお、社内利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。なお、リー

ス取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引につきましては、引き

続き賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。　　
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(3) 繰延資産の処理方法

  　株式交付費　　　　 支出時に全額費用として処理しております。　　　

　(4) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額に基づ

く当事業年度負担額を計上しております。

③　製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過

去の実績に基づく見込額を計上しております。　

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

また、数理計算上の差異は、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

⑤　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(7) 会計処理方法の変更　

①「たな卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法

によっておりましたが、当事業年度より「たな卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準第９号平成18年7月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定してお

ります。これによる損益に与える影響はありません。

②「リース取引に関する会計基準」の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平

成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年3月30日改正))及び、「リース取引に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士

協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年４月１日以後開始する事業年度

から適用することができるようになったことに伴い、当事業年度からこれらの会計基準を適

用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。これによる、損益に与える影響は

ありません。　
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(8) 表示方法の変更

　 (損益計算書)

①　前事業年度まで営業外費用の「その他」として表示していた「 貸与資産減価償却費 」

　( 前事業年度29,707千円 )は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記する

　こととしました。

②　前事業年度まで営業外費用の「その他」として表示していた「保険解約損」( 前事業年

  度4,433 千円 )は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記することとしま

  した。

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

建物 261,241千円

構築物 1,531千円

機械及び装置 5,281千円

工具、器具及び備品 248千円

土地 893,887千円

計 1,162,190千円

　上記の物件は、短期借入金50,000千円及び一年内返済予定の長期借入金1,000,000千円の

担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,526,422千円

(3) 保証債務

  　金融機関からの借入及びリース取引に対する債務保証

竹内工程機械(青島)有限公司の

顧客

2,187,634千円 （竹内工程機械(青島)有限公

司との連帯保証）

(4) 関係会社に対する金銭債権債務

①　短期金銭債権 5,492,018千円

　なお当事業年度より、連結子会社３社との取引を商社を通じて行うことになったこと

に伴い、当該取引から生じた商社に対する債権（売掛金449,644千円）は、上記に含まれ

ておりません。

②　短期金銭債務 147,257千円

③　長期金銭債権 1,011,376千円

(5) 事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。

　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業

年度末残高に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　受取手形 16,206千円
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３．損益計算書に関する注記

    関係会社との取引高

①　売上高 3,030,437千円

 なお当事業年度より、連結子会社３社との取引を商社を通じて行うことになったことに

伴い、当該取引から生じた商社への売上高694,009千円は、上記に含まれておりません。

②　仕入高 247,631千円

③　営業取引以外の取引高 242,888千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 758株 244株 －株 1,002株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

　

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産 （ 流 動 ）  

た な 卸 資 産 評 価 損 否 認 額 173,635千円

製 品 保 証 引 当 金 否 認 額 62,660千円

賞 与 引 当 金 否 認 額 19,953千円

貸 倒 引 当 金 否 認 額 13,543千円

そ の 他 14,772千円

繰延税金資産（流動）小計 284,565千円

評 価 性 引 当 額 △284,565千円

繰延税金資産（流動）合計 －千円

繰 延 税 金 資 産 （ 固 定 ）  

繰 越 欠 損 金 1,036,089千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 否 認 額 87,085千円

減価償却費損金算入限度超過額 49,283千円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 否 認 額 29,621千円

減 損 損 失 否 認 額 23,976千円

退 職 給 付 引 当 金 否 認 額 18,819千円

そ の 他 5,408千円

繰延税金資産（固定）小計 1,250,284千円

評 価 性 引 当 額 △1,250,284千円

繰延税金資産（固定）合計 －千円

繰 延 税 金 負 債 （ 固 定 ）  

その他有価証券評価差額金　　 432千円

繰延税金負債（固定）合計 432千円
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳

法 定 実 効 税 率 40.3％

（調整）     

住 民 税 均 等 割 額 △1.6％

外 国 税 額 控 除 額 △12.2％

評 価 性 引 当 額 △27.6％

そ の 他 △1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.2％

　

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いて、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。　

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額

 取得価額相当額
減価償却累計額
相 当 額

減損損失累計額
相 当 額

期末残高相当額

機 械 及 び
装 置

682,584千円 315,556千円 52,785千円 314,243千円

車 輌 及 び
運 搬 具

20,736千円 17,949千円 -千円 2,786千円

工具、器具及び
備 品

80,815千円 48,649千円 -千円 32,166千円

ソフトウェア 99,791千円 52,945千円 -千円 46,846千円

合 計 883,929千円 435,100千円 52,785千円 396,042千円

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額及びリース資産減損勘定残高

１年内 130,648千円

１年超 310,097千円

合計 440,746千円

リース資産減損勘定期末残高 43,662千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額及びリース資産減損勘定の取崩額、減

損損失

支払リース料 155,303千円

減価償却費相当額 144,103千円

支払利息相当額 11,279千円

リース資産減損勘定の取崩額 9,122千円

減損損失 2,583千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名 称

資本金又
は出資金

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社
TAKEUCHI
MFG.
(U.S.),LTD.

2,000千
米 ド ル

建設機械
の販売

直接
100.0

当社製品の販売
役員の兼任

配当金の受
取

117,888 － －

子会社
TAKEUCHI
MFG.
(U.K.)LTD.

1,100千
英ポンド

建設機械
の販売

直接
100.0

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)1

181,878
売掛金
　
短期貸付金
関係会社長
期貸付金
　
その他流動
資産　

760,302
　

63,844

454,960

　

213

利息の受取
(注)2

30,006

子会社
TAKEUCHI

FRANCE

S.A.S.　
2,280千

ユーロ 
建設機械

の販売 
直接

100.0
当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)1

240,885 売掛金 870,712

配当金の受
取

67,448 -  -

子会社
竹内工程機
械（青島）
有限公司

8,850千
米 ド ル

建設機械
の製造・
販売

直接
100.0

当社製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売(注)1

1,736,531 売掛金
　　
短期貸付金
関係会社長
期貸付金
　
その他流動
資産
　

－

　　　　

3,599,670
　

　150,000

383,654

　

3,456

　

－

　

資金の貸付
(注)3

533,654

利息の受取
(注)3

16,378

竹内工程機
械（青島）
有限公司の
顧客の債務
に対する連
帯保証

2,187,634

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１．上記各社への当社製品の販売については、市場価格等を勘案して価格決定しております。
２．TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD.に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してお

ります。
３．竹内工程機械（青島）有限公司に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定し

ております。　
４．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
　

(2) 役員及び個人主要株主等

種 類
会 社 等 の
名 称 又 は
氏 名

資本金又
は出資金
（千円）

事 業 の
内容又は
職 業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事
者との関
係

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社テイ
ク

60,000
損害保険
代理業

直接
3.67

損害保険取引
役員の兼任

損害保険
取引(注)1

33,089 － －

（注）１．株式会社テイクは、当社代表取締役社長竹内明雄が議決権の100％を直接所有しております。また、当社と
の間で建物、機械及び装置、たな卸資産等についての損害保険契約の代理業務を行っており、保険料率その
他の付保条件については、一般契約者と同様の条件によっております。

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
 

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,437円27銭

(2) １株当たり当期純損失 43円42銭
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９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

　　

10．その他の注記

（退職給付関係の注記）

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として規約型確定給付企業年金制度を設けております。

(2) 退職給付債務に関する事項

退 職 給 付 債 務 △1,188,744千円

年 金 資 産 807,580千円

未 積 立 退 職 給 付 債 務 △381,163千円

未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 334,560千円

退 職 給 付 引 当 金 △46,603千円

(3) 退職給付費用に関する事項

勤 務 費 用 110,701千円

利 息 費 用 19,852千円

期 待 運 用 収 益 △23,621千円

数理計算上の差異の費用処理額 91,633千円

退 職 給 付 費 用 198,564千円

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.81％

期待運用収益率 4.12％

数理計算上の差異の処理年数 ５年

　

（減損損失）

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。　　

場所 用途 種類

長野県埴科郡坂城町 遊休資産 リース資産

　当社は、資産を事業用資産、賃貸用資産、遊休資産にグループ化し、賃貸用資産及び遊休

資産については、それぞれ個別の物件ごとに区分しております。

　その結果、帳簿価額に対して時価が低下した遊休資産について帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（2,583千円）として特別損失に計上しております。その内

訳は、リース資産2,583千円であります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により算定しており、正味売却価額は売却事例等を勘

案した合理的見積もりにより評価しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年２月28日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

27,709,050

7,172,573

8,500,534

699,554

8,145,047

1,094,515

1,392,433

298,272

438,338

△32,218

8,850,957

8,212,835

3,884,052

1,653,706

316,565

2,328,169

30,341

277,206

360,914

116,463

1,488

276,288

△33,326

流 動 負 債 7,587,364

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,189,943

短 期 借 入 金 992,706

一年内返済予定の長期借入金 1,000,000

未 払 法 人 税 等 57,356

賞 与 引 当 金 49,410

製 品 保 証 引 当 金 294,269

そ の 他 1,003,678

固 定 負 債 318,404

退 職 給 付 引 当 金 46,603

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 215,652

そ の 他 56,149

負 債 合 計 7,905,769

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 30,413,434

資 本 金 3,632,948

資 本 剰 余 金 3,631,665

利 益 剰 余 金 23,151,986

自 己 株 式 △3,164

評価・換算差額等 △1,759,196

その他有価証券評価差額金 △10,274

為替換算調整勘定 △1,748,921

純 資 産 合 計 28,654,238

資 産 合 計 36,560,008 負 債 純 資 産 合 計 36,560,008
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年３月１日から
平成22年２月28日まで）

  （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高     23,199,256

売 上 原 価     20,033,827

売 上 総 利 益     3,165,428

販売費及び一般管理費     3,647,639

営 業 損 失     482,210

営 業 外 収 益      

受 取 利 息 30,097     

受 取 配 当 金 1,895     

為 替 差 益 29,478     

助 成 金 収 入 165,700     

保 険 解 約 返 戻 金 156,665     

そ の 他 91,059 474,896

営 業 外 費 用         

支 払 利 息 48,409  

売 上 債 権 売 却 損 8,089  

株 式 交 付 費 8,030     

貸 与 資 産 減 価 償 却 費 26,773     

保 険 解 約 損 19,235     

そ の 他 13,933 124,472

経 常 損 失     131,786

特 別 利 益         

固 定 資 産 売 却 益 12,222  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,298 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 384,187 397,708

特 別 損 失      

固 定 資 産 売 却 損 5,165     

固 定 資 産 除 却 損 6,062     

減 損 損 失 2,583 13,811

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     252,109

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,315     

法 人 税 等 調 整 額 448,523 457,839

当 期 純 損 失     205,730
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年３月１日から
平成22年２月28日まで）

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年２月28日　残高 3,321,956 3,320,673 23,464,880 △2,957 30,104,552

連結会計年度中の変動額            

新 株 の 発 行 310,992 310,992 　  621,984

剰 余 金 の 配 当   △107,164  △107,164

当 期 純 損 失   △205,730  △205,730

自 己 株 式 の 取 得       △206 △206

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 310,992 310,992 △312,894 △206 308,882

平成22年２月28日　残高 3,632,948 3,631,665 23,151,986 △3,164 30,413,434

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成21年２月28日　残高 △985 △2,001,838 △2,002,823 28,101,728

連結会計年度中の変動額        

新 株 の 発 行    621,984

剰 余 金 の 配 当    △107,164

当 期 純 損 失    △205,730

自 己 株 式 の 取 得    △206

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△9,289 252,916 243,627 243,627

連結会計年度中の変動額合計 △9,289 252,916 243,627 552,510

平成22年２月28日　残高 △10,274 △1,748,921 △1,759,196 28,654,238
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

　　連結子会社の数 ４社

　　連結子会社の名称 TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD.

TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD.

TAKEUCHI FRANCE S.A.S.

竹内工程機械(青島)有限公司

②　非連結子会社の状況 該当はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項 　

①　持分法適用会社 該当はありません。

②　持分法非適用の関連会社 該当はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社４社の決算日は12月31日であります。連結決算日との差が３ヶ月以内であるた

め、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を基礎として連結を行っております。

ただし、平成22年１月１日から平成22年２月28日までの期間に生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券 　

　その他有価証券  

　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

デリバティブ 時価法

たな卸資産  

　製品 当社(連結計算書類作成会社)は総平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

の切下げの方法)、在外連結子会社４社は主として個別

法による低価法を採用しております。

　仕掛品、原材料 総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　貯蔵品 最終仕入原価法
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　　

当社は定率法、在外連結子会社４社はそれぞれの所在

地国の会計基準の規定による定額法を採用しておりま

す。

ただし、当社は平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　15～31年

機械装置及び運搬具　　７～17年

工具、器具及び備品　　２～３年

(追加情報)

当社の機械装置の耐用年数については、従来５～17年

としておりましたが、法人税法の改正を契機として資

産の利用状況を見直した結果、主要な機械装置の耐用

年数を短縮するとともに、一部の機械装置の耐用年数

を延長し、当連結会計年度より６～17年に変更してお

ります。この変更により、当連結会計年度の営業損失

及び経常損失は、99,537千円増加しており、税金等調

整前当期純利益は同額減少しております。　

無形固定資産(リース資産を除く)

　

　

　

　

　

リース資産　　　　

　

　

　

　

　

　　

③　繰延資産の処理方法

株式交付費　

当社は定額法、在外連結子会社４社はそれぞれの所在

地国の会計基準の規定による定額法を採用しておりま

す。

なお、社内利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。なお、リー

ス取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引につきましては、引き

続き賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。　

　

支出時に全額費用として処理しております。　

④　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社は一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
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能見込額を計上しております。また、在外連結子会社

４社は個別の債権の回収可能性を勘案した回収不能見

込額を計上しております。

賞与引当金 当社は従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に

基づく当連結会計年度負担額を計上しております。

製品保証引当金 製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、過

去の実績に基づく見込額を計上しております。

退職給付引当金 当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金 当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

　なお、在外連結子会社の資産及び負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、損

益項目は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

(6) 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

①「たな卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法

によっておりましたが、当連結会計年度より「たな卸資産の評価に関する会計基準」（企業

会計基準第９号平成18年7月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として総平均法による

原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定し

ております。これによる損益に与える影響はありません。

②「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

  当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取

扱い」(実務対応報告第18号　平成18年５月17日)を適用し、連結決算上必要な修正を行って

おります。これによる損益に与える影響は、軽微であります。
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③「リース取引に関する会計基準」の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号

(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年3月30日改正))及び、「リース取引

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会

計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年４月１日以後開始する連結

会計年度から適用することができるようになったことに伴い、当連結会計年度からこれらの

会計基準を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。これによる、損益に

与える影響はありません。　

(7) 表示方法の変更

　  (連結損益計算書)

① 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」として表示していた「貸与資産減価償却費」

(前連結会計年度29,707千円)は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記

することとしました。

② 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」として表示していた「保険解約損」(前連結

会計年度4,433千円)は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記すること

としました。

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

受取手形及び売掛金 147,360千円

建物及び構築物 262,773千円

機械装置及び運搬具 5,281千円

工具、器具及び備品 248千円

土地 893,887千円

計 1,309,550千円

　上記の物件は、短期借入金197,360千円及び一年内返済予定の長期借入金1,000,000千円の

担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,259,990千円

(3) 保証債務     

金融機関からの借入及びリース取引に対する債務保証

竹内工程機械（青島）有限公司の顧客 2,723,252千円

(4) 商社に対する債権債務

　当連結会計年度より、連結子会社３社との取引を商社を通じて行うことになったことに伴

い、従前相殺消去しておりました当社と連結子会社との間の債権債務は、当社及び連結子会

社と商社との間の債権債務となったことから、連結財務諸表上相殺消去しておりません。

　なお、連結貸借対照表に含まれる商社に対する債権債務は次のとおりであります。　　　

　　　(流動資産)

　　　　 受取手形及び売掛金　                          449,644千円　　　　　
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(5) 連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手

形が連結会計年度末残高に含まれております。

　　　受取手形 16,206千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,310千株 1,023千株 －千株 16,333千株

（注）発行済株式の総数の増加は、第三者割当による新株発行による増加分であります。

　　

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

 決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月27日
定時株主総会

普通株式 107,164 7 平成21年２月28日 平成21年５月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

　　該当事項はありません。　

　

４．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,754円48銭

(2) １株当たり当期純損失 12円73銭

　

５．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年４月９日 

 株式会社　竹　内　製　作　所  

 取　締　役　会　御中  

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 五十幡 理一郎 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 杉　田 昌　則 

 

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社竹内

製作所の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第48期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属

明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書

類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の

結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年４月９日 

 株式会社　竹　内　製　作　所  

 取　締　役　会　御中  

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 五十幡 理一郎 

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 杉　田 昌　則 

 

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社竹内製作所

の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社竹内製作所及び連結子会社から

成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第48期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。なお、財務報告に係る内部統制

については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の

評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を

調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及

びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

　　　なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成

時点において重要な欠陥はない旨の報告を取締役等及び有限責任監

査法人トーマツから受けております。　

　

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

 

 平成22年４月15日  
　 　 　

　 株式会社竹内製作所　監査役会 　

 

常勤監査役（社外監査役） 久 保 欣 一 

社 外 監 査 役 森 田 弘 毅 

社 外 監 査 役 植 木 芳 茂 

 

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　取締役６名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役全員（6名）が任期満了となります。つきま

しては、あらためて取締役６名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番　号

氏 　 　 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 及 び

重 要 な 兼 職 の 状 況 　 　 　 　 　 　 　 　

所有する当

社株式の数

　

　

　 　

１

　

　

　　

竹　内　明　雄

（昭和8年11月3日生）

昭和38年8月 当社設立、代表取締役社長

　　　　　　現在に至る

（重要な兼職の状況）

TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD.取締役会長

TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD.取締役社長

TAKEUCHI FRANCE S.A.S.取締役社長

竹内工程機械（青島）有限公司董事長兼総経理

株式会社テイク代表取締役

　

　

　

　900,700株

　

　

　

　

　

　

２

　

　

　

　

　

竹 内 敏 也

（昭和38年1月9日生）

昭和60年4月 当社入社

平成14年4月 当社執行役員部品部長

平成15年2月 当社執行役員村上工場長

平成16年5月 当社取締役村上工場長

平成19年2月 当社取締役村上工場長兼生産技術部長

平成20年4月 当社取締役

平成20年5月 当社取締役副社長

　　　　　　現在に至る

（重要な兼職の状況）

TAKEUCHI MFG.(U.S.),LTD.取締役

TAKEUCHI MFG.(U.K.)LTD.取締役

竹内工程機械（青島）有限公司董事

　

　

　

　

　

1,298,000株

　

　

　

　

　

　　

　

　

３

　

　

　

　

依 田 信 彦

（昭和28年1月13日生）

昭和50年4月 株式会社八十二銀行入行

平成17年6月 同行執行役員

平成19年7月 当社常勤顧問

平成20年5月 当社専務取締役

　          現在に至る

　

　

700株
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候補者

番　号

氏 　 　 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当 及 び

重 要 な 兼 職 の 状 況 　 　 　 　 　 　 　 　

所有する当

社株式の数

　

４

　

　

真 壁 幸 雄

（昭和29年8月9日生）

昭和60年3月 当社入社

平成13年4月 当社執行役員営業部長

平成16年5月 当社取締役営業部長

　　　　　　現在に至る

　

48,600株

　

　

５

　

　

神 山 輝 夫

（昭和33年1月2日生）

平成12年2月 当社入社

平成18年5月 当社執行役員経営企画室長

平成20年5月 当社取締役経営企画室長

　　　　　　現在に至る

　

　　2,300株

　

　

６

　

　

宮 崎 義 久

（昭和30年3月3日生）

平成13年6月 当社入社

平成20年5月 当社執行役員部品部長

平成22年4月 当社執行役員開発部長

 　　　　　 現在に至る

　

　　　0株

（注）取締役候補者のうち、当社との間に特別の利害関係を有する者は次のとおりであります。

　　　取締役候補者竹内明雄氏は、株式会社テイクの代表取締役を兼務しております。

　　　同社は損害保険代理店業を営んでおり、当社は同社を経由して損害保険の契約をしており

ます。
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第２号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって取締役を退任する柳町猛夫氏に対し、在任中の功労

に報いるため、当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内において退職

慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等については、取締役会にご一

任願いたいと存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

　　氏　　　　　　名 　　　　　　　　略　　　　　　　　　　　歴

柳　　町　　猛　　夫 平成9年11月　　当社取締役

　　　　　　　 現在に至る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      以上
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地図

株主総会会場　ご案内図

◆車でお越しの方は…
坂城インターチェンジを降り、つきあたりの国道18号を左折して、最初の信号
（谷川）を右折して下さい。約50ｍ先、左側にある鉄筋コンクリート２階建て
の建物です。
なお、株主総会会場の駐車場の駐車台数には限りがあるため、信号（坂城ＩＣ
入口）を左折後すぐ左側にご用意しました「株主総会第２駐車場」をできるだ
けご利用下さい。

◆電車でお越しの方は…
テクノさかき駅で降り、徒歩３分、駅の後方に見える建物です。
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